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本業務の目的本業務の目的

１．現行の液状化予測手法の妥当性の検証１．現行の液状化予測手法の妥当性の検証
２．液状化対策技術の現状と技術開発に関する情報整理２．液状化対策技術の現状と技術開発に関する情報整理
３．戸建住宅の発注者・購入者に提供すべき地盤に関する３．戸建住宅の発注者・購入者に提供すべき地盤に関する

情報の抽出と評価情報の抽出と評価

４．戸建住宅の液状化対策に向けて今後取組むべき課題４．戸建住宅の液状化対策に向けて今後取組むべき課題

本業務の検討内容本業務の検討内容

戸建住宅の液状化対策に当っては、地盤の液状化に関する情報戸建住宅の液状化対策に当っては、地盤の液状化に関する情報
が戸建住宅の取得者に適切に提供されることが重要であり、本業が戸建住宅の取得者に適切に提供されることが重要であり、本業
務では、その情報の表示に必要な知見を収集・整理した。務では、その情報の表示に必要な知見を収集・整理した。
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20112011年東北地方太平洋沖地震の特徴年東北地方太平洋沖地震の特徴

地震動継続時間地震動継続時間

兵庫県南部地震：兵庫県南部地震：2020秒秒
今回地震：本震今回地震：本震120120秒秒

余震余震4040秒秒

 

本震

余震

 

本震

余震

地震動の等価繰返し回数地震動の等価繰返し回数

兵庫県南部：兵庫県南部：55～～1010回回
今回地震：本震今回地震：本震2020～～6060回回

今回地震では、本震の今回地震では、本震の2929分分

後に発生した余震が液状化後に発生した余震が液状化
発生に大きく影響した発生に大きく影響した

資料資料 ：： 清水建設技術研究所資料、国土技術政策総合研究所清水建設技術研究所資料、国土技術政策総合研究所
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今回地震の液状化被害今回地震の液状化被害
  

今回地震では、東京湾岸地域や利根流今回地震では、東京湾岸地域や利根流
域等の広い範囲で液状化に伴う噴砂が域等の広い範囲で液状化に伴う噴砂が
発生し、住宅の沈下・傾斜やライフライ発生し、住宅の沈下・傾斜やライフライ
ンの被害が発生したンの被害が発生した

今回は、今回は、1313地点でボーリング調査、地点でボーリング調査、2424地点地点

でスウェーデン式サウンディング試験を新たでスウェーデン式サウンディング試験を新た
に実施し、現行の液状化判定法の妥当性をに実施し、現行の液状化判定法の妥当性を
検証した。検証した。
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１．現行の液状化予測手法の妥当性の検証１．現行の液状化予測手法の妥当性の検証

予測手法 概要 判定例 必要調査 利用対象 コスト

建築基礎構造
設計指針

・深さ20ｍまでの範囲

・地震時の繰返しせん
  断応力比と地盤の液
  状化抵抗比から液状
  化発生に対する安全
  率を判定

・地震の最大加速度と
  マグニチュードが考
  慮可能

ボーリング調査

・土質区分
・N値
・地下水位
・細粒分含有率
・粘土分含有率

小～大規模
建築物

高

小規模建築物
基礎設計指針

・深さ５ｍまでの範囲

・非液状化層厚と液状
  化層厚を設定し，液
  状化の影響が地表面
  に及ぶ程度を判定

・地震の最大加速度は
  α＝200galを想定

スウェーデン式
サウンディング

試験

・土質区分
・地下水位

小規模建築物 低～中

国土庁
ガイドライン

・深さ５ｍまでの範囲

・非液状化層厚と，液
  状化対象層の液状化
  可能性の評価値を設
  定し，地盤表層の液
  状化可能性を判定。

・地震の最大加速度は
  α＝200galを想定

スウェーデン式
サウンディング

試験
＋

微地形分類

・土質区分
・貫入抵抗
・地下水位

小規模建築物 低～中
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建築基礎構造設計指針の方法で計算した地表面沈下量と実際の被害建築基礎構造設計指針の方法で計算した地表面沈下量と実際の被害
の程度との比較を行なった。両者は、概ね一致し、建築基礎構造設計指の程度との比較を行なった。両者は、概ね一致し、建築基礎構造設計指
針の方法は、一定の精度があることを確認した。針の方法は、一定の精度があることを確認した。

  

①① 建築基礎設計指針の液状化予測手法の妥当性建築基礎設計指針の液状化予測手法の妥当性
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②② 小規模建築指針と国土庁ガイドラインの液状化評価法の妥当性小規模建築指針と国土庁ガイドラインの液状化評価法の妥当性

小規模指針の簡易法小規模指針の簡易法 ：： 小規模指針で想定している地震動（小規模指針で想定している地震動（αα＝＝200gal200gal）と今回地震の特性が大きく）と今回地震の特性が大きく
異なったため、小規模指針の判定法の妥当性評価に限界があった。異なったため、小規模指針の判定法の妥当性評価に限界があった。

国国 土土 庁庁 のの 簡簡 易易 法法 ：： 小規模指針と同様に妥当性評価に限界があった。国土庁の方法では、被害小規模指針と同様に妥当性評価に限界があった。国土庁の方法では、被害
の程度を安全側に評価する傾向がある。の程度を安全側に評価する傾向がある。
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自然堤防縁辺部・被高の小さい自然堤防
蛇行州、旧河道、旧湖沼、砂泥質の河原
砂丘末端緩斜面、人工海浜、砂丘間低地
埋立地、湧水地点、盛土地

中
デルタ型谷底低地、緩扇状地、自然堤防
後背低地、湿地、三角州、砂州、干拓地

小
扇状地型谷底低地、扇状地、砂礫州
砂礫質の河原、砂丘、海浜

微地形による判定微地形による判定

NLNL値による判定値による判定
総合判定総合判定
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２２--11．戸建住宅の液状化対策技術と沈下修正工事の現状．戸建住宅の液状化対策技術と沈下修正工事の現状

密度増大工法密度増大工法 サンドコンパクションサンドコンパクション

バイブロフローテーションバイブロフローテーション

コンパクショングラウチングコンパクショングラウチング

固結工法固結工法 深層混合処理深層混合処理

薬液注入薬液注入

間隙水圧消散間隙水圧消散 グラベルドレーングラベルドレーン

せん断変形抑制せん断変形抑制 格子状改良格子状改良

  

現状の液状化対策技術現状の液状化対策技術

現状の沈下修正技術現状の沈下修正技術

現状の液状化対策技術現状の液状化対策技術

いずれの工法も新築の中～大規いずれの工法も新築の中～大規
模建築物を対象としている。新築模建築物を対象としている。新築
の戸建住宅に適用するためにはの戸建住宅に適用するためには
住宅建設費に匹敵する高コスト住宅建設費に匹敵する高コスト
問題と近隣への振動・騒音の課問題と近隣への振動・騒音の課
題がある。題がある。

浦安では、ジャッキアップ浦安では、ジャッキアップ
あるいは注入による基礎あるいは注入による基礎
の沈下修正工事が一部始の沈下修正工事が一部始
まっている。まっている。

安易な工事により基礎梁安易な工事により基礎梁
の損傷や周辺インフラのの損傷や周辺インフラの
被害が報告されている。被害が報告されている。
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・地表面沈下が多い場合・地表面沈下が多い場合 地盤側で対応地盤側で対応 地盤補強工事の際に液状化対応地盤補強工事の際に液状化対応

（浅層改良、柱状改良、杭基礎）（浅層改良、柱状改良、杭基礎）

２２--２．戸建住宅の液状化対策技術の今後の動向２．戸建住宅の液状化対策技術の今後の動向

◎◎ 基礎の工夫や地盤補強の延長上の対策基礎の工夫や地盤補強の延長上の対策

◎◎ 地震保険の利用地震保険の利用

◎◎ H23H23震災対応型技術公募による新しい発想の対策震災対応型技術公募による新しい発想の対策

・地表面沈下が少ない場合・地表面沈下が少ない場合 基礎側で対応基礎側で対応 基礎に予め沈下修正機構を設置基礎に予め沈下修正機構を設置

べたべた基礎の採用など基礎の採用など

従来の地震保険は、住宅の主要構造（基礎、柱、梁、壁など）の損傷度によって、一部損壊、従来の地震保険は、住宅の主要構造（基礎、柱、梁、壁など）の損傷度によって、一部損壊、
半損壊、全損壊に区分し、所定の保険料が支払われる。今回地震では、液状化により傾斜し半損壊、全損壊に区分し、所定の保険料が支払われる。今回地震では、液状化により傾斜し
た住宅において、傾斜の程度による査定方法が作られ、地震保険が一定の役割を果たした。た住宅において、傾斜の程度による査定方法が作られ、地震保険が一定の役割を果たした。

今後は、液状化を対象とした保険制度が確立され利用が促進されることが望まれる。今後は、液状化を対象とした保険制度が確立され利用が促進されることが望まれる。

2424年年11月に採択された技術開発には、地下水低下工法、ドレーン工法、囲い込み工法、地盤月に採択された技術開発には、地下水低下工法、ドレーン工法、囲い込み工法、地盤

にマイクロバブルを注入する工法などがあり、従来にはない低コストで周辺への影響が少なにマイクロバブルを注入する工法などがあり、従来にはない低コストで周辺への影響が少な
い対策工法の研究が始まったところである。い対策工法の研究が始まったところである。
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３３--１．戸建住宅の取得者に提供すべき情報（微地形分類と古地図）１．戸建住宅の取得者に提供すべき情報（微地形分類と古地図）

  

    

  

微地形分類と液状化発生地点微地形分類と液状化発生地点

古地図による検討古地図による検討

微地形分類や古地図は、液状化発生の可能性を微地形分類や古地図は、液状化発生の可能性を
判断する一次資料として有効である。判断する一次資料として有効である。
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東京都墨田区

千葉県

川崎市川崎区

液状化マップを作成した目的は液状化マップを作成した目的は
①① 行政内部で防災対策の効果的な計画と実行・土地利用計画など行政内部で防災対策の効果的な計画と実行・土地利用計画など
②②消防防災・建築指導部局などが一般住民や事業主への指導・啓蒙に使用消防防災・建築指導部局などが一般住民や事業主への指導・啓蒙に使用
③③地震発生後のライフライン点検や二次災害防止への利用地震発生後のライフライン点検や二次災害防止への利用

液状化マップは、作成した行政によってゾーンニングの大きさや液状化予測精度が異なる。ま液状化マップは、作成した行政によってゾーンニングの大きさや液状化予測精度が異なる。ま
た、今回地震では、浦安市の狭い地区においても液状化の程度に大きなばらつきがあった。た、今回地震では、浦安市の狭い地区においても液状化の程度に大きなばらつきがあった。
したがって、液状化マップは地域の液状化危険度の傾向を示す情報として利用する必要があしたがって、液状化マップは地域の液状化危険度の傾向を示す情報として利用する必要があ
る。る。

３３--２．戸建住宅の取得者に提供すべき情報（液状化マップ）２．戸建住宅の取得者に提供すべき情報（液状化マップ）
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３３--３．戸建住宅の取得者に提供すべき情報（まとめ）３．戸建住宅の取得者に提供すべき情報（まとめ）
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４４--11．情報表示に向けて今後取組むべき課題．情報表示に向けて今後取組むべき課題
（ＳＷＳを用いた低コストで一定の精度が期待できる液状化判定法の普及）（ＳＷＳを用いた低コストで一定の精度が期待できる液状化判定法の普及）

  

スウェーデン式サウンディング試験結果から推定したＮ値を使って、建築基礎構造設計指針のスウェーデン式サウンディング試験結果から推定したＮ値を使って、建築基礎構造設計指針の
方法で求めた地表面沈下量（方法で求めた地表面沈下量（SSswssws）と、標準貫入試験から求めた）と、標準貫入試験から求めたNN値を直接使って求めた地表値を直接使って求めた地表
面沈下量（面沈下量（SSsptspt）の結果を比較した。１地点を除き両者は５）の結果を比較した。１地点を除き両者は５cmcm程度の誤差の範囲で相関が認め程度の誤差の範囲で相関が認め

られるが、細粒分が多い場合は両者の誤差が大きくなる傾向がある。られるが、細粒分が多い場合は両者の誤差が大きくなる傾向がある。
土の簡易な試料採取器の普及と、地下水位の正確な測定が今後の課題である。土の簡易な試料採取器の普及と、地下水位の正確な測定が今後の課題である。
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４４--２．戸建住宅の液状化対策に向けて今後取組むべき課題（まとめ）２．戸建住宅の液状化対策に向けて今後取組むべき課題（まとめ）

①① 戸建住宅の制約の一つに、住宅取得者が一般的に準備可能なコストの問戸建住宅の制約の一つに、住宅取得者が一般的に準備可能なコストの問
題があり、今後は、低コストで実施可能な簡易な地盤調査と液状化判定手題があり、今後は、低コストで実施可能な簡易な地盤調査と液状化判定手
法の確立、低コスト法の確立、低コストなな液状化対策工法の開発が課題である。液状化対策工法の開発が課題である。

②② 簡易な地盤調査と液状化判定手法の確立については、これらを実務で使簡易な地盤調査と液状化判定手法の確立については、これらを実務で使わわ
れるれる仕組みが必要であり、学会の指針に位置づけられることなどの普及方仕組みが必要であり、学会の指針に位置づけられることなどの普及方
策が必要と考えられる。低コスト策が必要と考えられる。低コストなな地盤調査の実現に時間がかかるようであ地盤調査の実現に時間がかかるようであ
れば、地盤調査に対してその費用の一部を助成する制度の創設も考えられれば、地盤調査に対してその費用の一部を助成する制度の創設も考えられ
る。る。

③③ 住宅基礎に予め沈下修正機構を設置する工法や液状化被害に適用が可住宅基礎に予め沈下修正機構を設置する工法や液状化被害に適用が可
能な地震保険制度の確立は現実的な対策として、今後その利用と促進が能な地震保険制度の確立は現実的な対策として、今後その利用と促進が
図られることを期待する。図られることを期待する。

④④ 一方、コストをかけても万全な液状化対策を実施したいというニーズもあり、一方、コストをかけても万全な液状化対策を実施したいというニーズもあり、
従来の液状化判定法や液状化対策工のさらなる精度向上や確実性への取従来の液状化判定法や液状化対策工のさらなる精度向上や確実性への取
組みも必要となる。組みも必要となる。
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